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は じ め に  

 地方自治体の正規公務員数は、 2020 年４月１日現在、 276 万 2020 人。これに対し有期

雇用または短時間勤務の非正規公務員の実数は約 113 万人で、地方自治体に勤務する全

職員の約３割は非正規公務員が占める。とりわけ住民に最も身近な行政体である市区町村

（政令市を含む）の非正規率は４割を超える。  

いまや地方自治体は、身分が安定した公務員によって構成される組織体ではなくなり、

内部に不安定雇用で劣悪な勤務条件の非正規公務員を組み込んでいる。そして公共サービ

スは、非正規公務員によって提供することが常態化した。  

2016 年、政府は「ニッポン 1 億総活躍プラン」を打ち出し、働き方改革や同一労働同

一賃金の実現に着手したが、その一環として、上記の状況に鑑み、地方自治体においても

同一労働同一賃金の実現をめざすこととした。そして 2017 年には、非正規公務員の処遇

改善等を図ると喧伝される地方公務員法（以下「地公法」という）・地方自治法（以下

「自治法」という）等改正法が成立した（ 2020 年 4 月 1 日施行）。  

 改正地公法のポイントは、同じ非正規の事務職員でも「臨時職員」「特別職非常勤職

員」「一般職非常勤職員」というように自治体ごとにまちまちであった採用根拠を統一す

るために会計年度任用職員（同法 22 条の２）という採用類型を新設するというもので、

また改正自治法は、会計年度任用職員に期末手当を支払えるとした。  

 だが、会計年度任用職員制度を定めたこの 2017 年改正地公法・自治法は、①地公法制

定から 70 年目にして、はじめて無期雇用の正規と異なる仕組みで任用される有期雇用の

非正規という公務員の採用方法を定め（実態を追認する入口規制の法制度上の緩和）るこ

とにより、これら「不安定雇用者による公共サービス提供を法定化」するものであり、②

フルタイム勤務者とパートタイム勤務者との間で給与体系を違え、後者に支給できる手当

は期末手当だけとするという「労働時間による差別の合法化」であり、③労働契約法を適

用除外することにより無期転換申入権を付与しないまま有期雇用の非正規公務員を雇うこ

ととしたため、解雇に準ずべき雇止めをも是認する「偽装解雇の合法化」だったと評さざ

るを得ない［上林、 2021a］。  

 このような劣悪な改正地公法・自治法を下敷きにして各自治体で進められてきた会計年

度任用職員の制度化は、多くの場合、その過程において月例給の減額や雇止めの頻発とい

う事態を招いた。処遇は改善されるどころか、官製ワーキングプアがいっそう進展した。  

 このため処遇改善という当初の期待は失望へと変わってしまったのである。  

なぜこのようなことになってしまったのか。どこに問題があったのか。  

本報告は、会計年度任用職員制度の実像を明らかにするとともに、その一方で、すでに

基幹職員化した非正規公務員の離職を回避するために、非正規公務員の処遇を維持・改善



したある地方自治体の実例を紹介する。その上で、公共サービスを充実するためにいかな

る方策が取られるべきかを考察する。  

 

１  欺 瞞 の 会 計 年 度 任 用 職 員 制 度  

 本節では、会計年度任用職員制度の施行にあわせ総務省が実施した「地方公務員の会計

年度任用職員等の臨時・非常勤職員に関する調査結果（ 2020 年４月１日現在）」（以下、

「 2020 総務省調査」という。また数次にわたり実施された総務省の臨時・非常勤職員に

係る調査は、「実施年＋総務省調査」と表記する）ならびに「会計年度任用職員制度の施

行状況等に関する調査」（以下、「施行状況調査」という）の個票を用いて、いかなる事態

が進行したのかを明らかにする １。

 

⑴ 地 方 公 務 員 の 非 正 規 化 の 実 際  

 2020 総務省調査は、 2005 年以降の調査ではじめて任期や週勤務時間にかかわらず、非

正規公務員の実数を調べ、全体数は 112 万 5746 人であることを明らかにした。この非正

規公務員実数に基づき非正規率（非正規公務員実数／正規非正規全職員）を計算（以下、

「実数ベース」という）すると、地方自治体に勤務する実数ベースの非正規率は

29.0％、このうち町村は 47.1％、市区は 43.5％、政令市を含む市区町村では 40 .0％、政

令市を除く市区町村では 44.1％である。最も住民に身近な地方自治体である市区町村の

職員の４割以上が非正規公務員というものだった（表１参照） ２。  

日本全体の労働者の非正規率は、総務省「労働力調査」（ 2020 年４月分）によると、非

正規の職員・従業員は 2019 万人、 36％である。同調査における非正規の定義は、「就業

の時間や日数に関わりなく、勤め先で『パートタイマー』、『アルバイト』又はそれらに近

い名称で呼ばれている人」（「労働力調査基礎調査表の記入の仕方」）とあり、 2020 総務省

調査における実数調査の対象者と同じである。つまり市区町村の非正規割合は、日本の労

働者の平均非正規率を上回り、「職員の４割超は非正規」という実態にある。   

  

⑵ 職 種 別 正 規 ・ 非 正 規 割 合 （ 2020 年 4 月 1 日 現 在 ）  

 2020 総務省調査から職種別正規・非正規比率を算出してみると、学校医等の特別職非

常勤が多くを占める医師を除くと、図書館職員の４人中３人、給食調理員のほぼ７割、保

育士の約６割は非正規公務員である（表２）。  

2020 総務省調査のうち会計年度任用職員の実数を職種別にみると、最も人数が多いの

は消費生活相談員や女性相談員などの各種の相談員で構成される「その他」に分類される

もので約 22.6 万人、次が一般事務職員で 22.5 万人、続いて保育士が 12.7 万人である。  

 また非正規率で比較してみると、最も非正規率が高いのが、公立図書館勤務の図書館員

で 73.3％、 4 人中 3 人は非正規公務員である。ここには民間事業者が運営している指定管

理者や業務委託の図書館は含まれず、いわゆる直営館の状況であり、パートの図書館職員

が大半を占める指定管理者館等を含めると非正規率は９割近くにまでなる。人手不足が著

しい保育士等も、約６割が非正規公務員である。  



別の職種別の統計資料を見ると、国家資格化した消費生活相談員では、 2021 年４月１

日現在、全国の消費生活センターに所属する 3 ,3 24 人の消費生活相談員のうち、「定数内

職員」といわれる正規公務員は 68 人に過ぎず、ピーク時の 134 人（ 2013 年）から 8 年

で約半数になり、全体の２％に過ぎない。一方、「定数外職員」といわれる非正規公務員

の相談員は 2,7 58 人で 82.7％を占める。なお、定数外の消費生活相談員の報酬形態は、

「月額払い」が  56 .7％と最も多く、次いで「時給払い」が  22 .7％となっている。また１

時間当たりの平均報酬単価は 1,827 円（期末手当込み）となっている［消費者庁、

2021： 38-39 頁］。  

さらに婦人相談員 ３である。婦人相談員の採用実態は、任期 1 年で不安定雇用の非正規

職が大半を占める。 2020 年 4 月 1 日現在の配置状況は 86％が非常勤職員である（表３参

照）。ＤＶ防止法全面施行の 2012 年 4 月 1 日現在と比較すると、この 10 年で婦人相談員

は 296 人増え、 1 .２倍に増加しているものの、常勤職員は減少し、非常勤職員が増加して

いる（ 345 人増）。非常勤職員に置き換わったのである。また、常勤職員の配置は特定の

地方に偏っており、都道府県では東京都（専従 6、兼務７）、新潟県（兼務 4 人）、和歌山

県（兼務 16 人）、京都府（兼務で 11 人）、福岡県（兼務 26 人）で、他道府県はすべて非

常勤職である。市区町村では 151 人が常勤の勤務形態で配置されているが、ほとんどが

東京都内自治体（ 119 人）で、他は非常勤職での配置である。非常勤の婦人相談員の任期

は 1 年以内だが、 2020 年 4 月 1 日現在の在職年数状況をみると、３年未満の相談員が都

道府県で 42.4％、市区でも 42.8％を占めているものの、労働契約法（公務員には非適

用）に基づく無期転換申入権が発生する 5 年以上のキャリアを有する婦人相談員は、都

道府県 181 人（ 38.5％）、市区 411 人（ 38.6％）で、労働契約法が適用となっていれば、

ほぼ 5 人に２人は無期転換すべき在職年数を経過している。［厚生労働省 2021］  

 

⑶ 格 差 の 温 存   

上記のとおり、会計年度任用職員をはじめとする非正規公務員は、地方自治体が提供す

る公共サービスにおいて基幹職員と位置づけられる。だがその処遇は、会計年度任用職員

制度施行後も著しく劣悪なもので、期末手当が支給されるようになったにもかかわらず、

正規職員との間の格差は埋まらないままとなった。  

2020 総務省調査から推計できるフルタイム換算の年収は、表４に示したように、一般

事務職員では 186 万 7496 円（平均時給 983 円、平均勤務日数 20 日、平均勤務時間数７

時間から推計できる月収は 13 万 7620 円、平均支給期末手当は 21 万 6056 円）で、図書

館職員で 201 万 272 円、消費生活相談員 235 万 277 円（平均時給 1614 円×平均勤務日数

18 日×平均勤務時間数 6 時間）である。これに対し正規公務員は、一般行政職の平均年

収を基準とすると 644 万 1246 円で、３割弱から３分の１強の年収水準である。義務教育

の会計年度任用職員の非常勤の教員・講師で正規教員の４割強、臨時的任用の臨時講師で

５割強、保育所保育士で約４割、看護師・保健師で４割弱である。非正規の給食調理員と

清掃作業員は一般事務職員と並んで賃金水準が低い部類に入り、したがって同職種の格差

も拡大し、３割強となっている。  

期末手当の支給による改善効果はどれほどのものだったのか。会計年度任用職員制度導

入前の 2018 年４月１日の職種別正規・非正規賃金格差状況と比較すると、一般事務職員



の正規・非正規間格差は、 2018 年が、非常勤職員についてフルタイムで働いた場合とし

て得られる推計年収額が 173 万 6460 円で、正規職員の推計年収の 27.1％水準だったのに

対し、 2020 年は 186 万 7496 円で、正規職員の年収換算額との対比においては 29.0％と

なり２ポイント縮小したに過ぎない。他の職種も同様の傾向である。  

2020 年の期末手当支給額は、月例給の 1.3 月分となっていたので、期末手当分がその

まま年収にオンしていれば、およそ 11％分年収は伸長し年収は約 193 万円となっていた

はずが、そうはならなかったのである。期末手当による改善分は、後に述べるように、月

例給の減額措置に吸収され、その効果は微々たるものとなったのである。  

 

⑷ 期 末 手 当 支 給 分 の 月 例 給 の 引 き 下 げ  

非正規公務員当事者からのヒアリングでは、会計年度任用職員制度の導入により、非正

規公務員の処遇がむしろ「悪化」する事態も生じたとの声を聞く。期末手当支給相当分の

月例給が減額され、年収さえも維持できないというものである ４。  

施行状況調査では「給料（報酬）水準が、制度導入前の報酬の水準に比べて減額となっ

た職種があるか」を地方自治体に尋ね、回答団体数 2,960 団体中 703 団体、 23.8％で、月

例給水準減額の措置を実施したと回答している。とりわけ非正規公務員の人数の多い都道

府県では 47 団体中 25 団体、政令市では 20 団体中 10 団体が月例給の減額措置を行って

おり、多数の非正規公務員に影響を及ぼしたと考えられる。  

 

⑸ パ ー ト 化 圧 力 ― 労 働 時 間 差 別 の 実 態  

会計年度任用職員制度への移行に際して、パート化圧力が高まった。   

移行前の 2016 総務省調査では、要件ベースで、非正規公務員のフルタイム勤務者は 20

万人超でパートタイム勤務者との比率は 31.5： 68.5、すなわち３人に１人はフルタイム

非正規公務員、いわゆる常勤的非常勤だった。ところが会計年度任用職員制度へ移行する

と、フルタイム勤務者は 13 万 8109 人（会計年度任用職員 6 万 9611 人、臨時的任用職員

6 万 8498 人）、パートタイム勤務者は 55 万 6364 人（会計年度任用職員 55 万 2695 人、

特別職非常勤職員 3,669 人）となり、その比率はフルタイム 19.9：パートタイム 80.1

で、フルタイムは５人に１人へと減少した。さらに会計年度任用職員だけをとりだせば、

フルタイム 11.2：パートタイム 88.8 で、フルタイムは 10 人に１人まで減少している。  

パート化といっても、「疑似パート」と判断されるような勤務時間で働くパートの会計

年度任用職員は少ない規模とはいえない。   

表５はその状況を表したもので、全自治体合計では、１日の勤務時間が常勤より 15 分

だけ短いパートの会計年度任用職員は 6 万 6267 人・ 12.2％で、町村では４人に１人、一

部事務組合ではおよそ３割のパートの会計年度任用職員が１日 15 分だけ短い「疑似パー

ト」である。１日の勤務時間が常勤と同じ７時間 45 分で週４日勤務することが想定され

る週 31 時間以上 37 時間未満パートの会計年度任用職員の比率は、全自治体でおよそ３

割、町村では約 37％のほか、都道府県、市区、一部事務組合で３割前後となっている。

さらに勤務時間が１日７時間～７時間 30 分、週４日勤務で、週勤務時間が 28 時間～ 30

時間という、概ね常勤の勤務時間の４分の３相当の勤務時間の会計年度任用職員が多数含

まれる時間区分「 23 時間 15 分以上 31 時間 00 分未満」には、全自治体合計が 25 万 3189



人・ 46 .6％で、このうち都道府県では 5 万 8410 人・ 60.5％、政令市で 3 万 7121 人・

69.7％となっている。  

このようにパートの会計年度任用職員の勤務時間の実像は、ほぼフルタイムとみなしう

る「疑似パート」も含むものなのである。  

ではなぜパート化圧力が高まったのか。  

一つの理由は、退職手当請求権の発生を避けるためである。多くの地方自治体の退職手

当条例は、支給要件として「常勤」であることとしている。したがってフルタイム勤務の

会計年度任用職員であれば当該条例が適用となるので、これを避けるためにパート化した

ようである。  

第 2 の理由は、パートであれば自治法 203 条の２が適用となり、支給すべき賃金項目

は報酬と期末手当だけに制限できるためである。  

 

２  会 計 年 度 任 用 職 員 制 度 で も 処 遇 改 善 を 進 め な け れ ば な ら な か っ た 理 由  

 全国的な傾向によれば、会計年度任用職員制度は、「不安定雇用者による公共サービス

提供を法定化」であり、「労働時間による差別の合法化」であり、「偽装解雇の合法化」だ

った。  

だが、その中でも、個別の自治体によっては、当該自治体の事情と要因により、会計年

度任用職員の処遇を改善し、公共サービスの基幹的な担い手に相応しい水準に近づけよう

と努力したところもある。  

以下では、処遇改善を進めた自治体の、とりわけケースワーカーの事例を紹介し、当該

自治体がなぜこのように至ったのかの要因を分析する ５。  

 

⑴ P 自 治 体 の 非 正 規 化 状 況  

 P 市は、人口 32 万余りで、県内人口の 47％が集中する中核市で、総世帯数は 16 万余

り、高齢化率 30.４％となっている（ 2022 年 1 月 1 日現在）。  

 後の分析のために付言する、同市の生活保護の状況は、保護世帯 8,557、保護人員

10,640 人で、保護率は 32.9‰で、全国平均保護率 16.3‰の 2 倍となっている（ 2021

年）。なお保護率は 2012 年の 38.3‰をピークに漸減し、コロナ禍においても保護率は減

少し続けた。  

 P 市の非正規化状況は、非正規公務員の総務省調査の実施年の 4 月 1 日時点の状況（要

件ベース）でみると、表６のような経過を辿っている。  

 非正規化率は、 2008 年 22 .5％、 2012 年が 28.3％、 2016 年が 28.2％だったものが、会

計年度任用職員制度が導入された 2020 年には要件ベースの非正規化率が 35.5％、実数ベ

ースが 39.0％である。この割合は、要件ベースで市区の全国平均（ 32 .1％）を上回り、

実数ベースで市区の全国平均（ 43.5％）を大きく下回る。すわち P 市は、会計年度任用

職員の勤務時間を正規公務員と近似のものとして取り扱うよう設計してきたのである。  

人数に着目すると、 2008 年から 2012 年にかけて正規公務員は 242 人減少し、これに

代替するように非正規公務員は 210 人増加する。 2012 年から 2016 年にかけて正規公務



員数は減少から増加に反転し 72 人増えるが、非正規公務員を 26 人増え、非正規が正規

の代替という存在であったものが職場に定着する存在になったことが推察される。  

 そして会計年度任用職員制度が始まった 2020 年度になると、正規公務員は 29 人増え

たのに加え、要件ベースの非正規公務員が一気に約 500 人も増加する。これはこれまで

任期が 6 月未満であった非常勤職員が、会計年度任用職員制度導入をきっかけに任期 1

年の任用となり要件ベースを満たすことになったためである。  

フルタイムの会計年度任用職員は、制度開始時に 69 人減少する。ところが 2022 年 8

月になるとフルタイム会計年度任用職員は 121 人も増える（この間、実数ベースの会計

年度任用職員は 163 人増）。パート化バイアスがかかる全国動向とは逆向きのベクトル化

にある。  

 

⑵ P 市 の 非 正 規 公 務 員 ケ ー ス ワ ー カ ー ＝ 生 活 保 護 事 務 支 援 員  

 P 市の生活保護課体制は、 2019 年 4 月現在で、３課（福祉管理課、第一・第二福祉

課）体制で、福祉管理課に 3 係（管理担当、医療担当、生活困窮者支援）があり、第

一・第二福祉課のもとに第一～第十四保護係がある。そして保護係には生活保護現業員＝

ケースワーカーが配置されるが、このケースワーカーは 85 人の正規公務員と、 14 人の生

活保護事務支援員と呼ばれる非正規公務員で構成されていた。同生活保護事務支援員は

2022 年 8 月段階では 16 人に増えている。  

 生活保護事務支援員制度が発足したのは 2008 年である。同年 9 月には「リーマンショ

ック」に端を発した世界的な金融恐慌と製造業を中心とする不況により、生活保護受給世

帯が急拡大し、 P 市でも保護率は、 2008 年の 30.6‰から 2009 年 33 .3‰になり、その後

も 2012 年の 38 .3‰まで保護受給世帯は拡大していった。  

 保護受給世帯の増大に合わせ、ケースワーカーの配置数も増えていく。正規ケースワー

カーに関して言えば、 2010 年に 70 人だったものが、ピーク時の 2012 年には 80 人とな

る。しかしながら、社会福祉法ではケースワーカー配置の標準数を、市区が設置する福祉

事務所では 80 世帯あたり 1 人と定めており（同法 16 条）、この標準数の定義を当てはめ

れば 120 人の正規公務員のケースワーカーが必要となるところ 80 人しか配置できていな

い。そこで需要が高まったのが非正規ケースワーカーの生活保護事務支援員で、 2010 年

に 5 人だったものが、翌 2011 年には 10 人に倍増し、 2014 年には 13 人にまで拡大す

る。  

 生活保護事務支援員の業務は、担当保護受給世帯は高齢者世帯で、年度当初 130 世帯

を上限としている。新件ケースを担当することはないものの、既存ケースに関しては、

（臨時）訪問調査、ケース記録・報告、世帯員や扶養義務者等との面談を行い、保護の程

度の決定や医療扶助・介護扶助の決定、各種通知等の発送業務に携わる。この限りにおい

ては、担当する業務は正規ケースワーカーと変わらない。  

 このように増加する保護受給者に対して、正規公務員のケースワーカーの不足分を補充

する形態で増員してきた生活保護事務支援員だったが、保護受給世帯が減少し、正規のケ

ースワーカー配置数が増加した 2016 年にかけて、その人数は縮小する。ところが 2017

年を境に再び増加に転じる。この年の 2 月、 P 市人材育成基本方針「デザインしよう私の

キャリア」が策定され、採用後 10 年間程度は、２～ 3 年程度で異動し、幅広い職務を経



験することとした。このゼネラリスト養成型ジョブローテーション・システムにケースワ

ーカーも対象となり、異動サイクルは平均 2 年程度となっていった。一方、生活保護ケ

ースワークというジョブに限定され採用される非正規公務員の生活保護事務支援員は当然

ながら異動の対象ではない。そして業務経験年数も長期化し、最も長い者は 2022 年度当

初で 15 年目となり、 10 年以上の業務経験を有する者は 16 人中 8 人に及んでいる。した

がって業務上の経験知は、短期で異動する正規公務員ではなく、非正規公務員である生活

保護事務支援員に蓄積されることになり、単なる補充型ではない観点から活用されること

になっていった ６。すなわち、「技術継承」の観点から、ベテランで専門職の生活保護事

務支援員を必要とすることになっていったのである。  

いうなれば正規公務員のゼネラリスト化が、非正規公務員の専門職化を生み出してきた

のである。  

 

⑶ 会 計 年 度 任 用 職 員 制 度 に よ る 専 門 職 非 正 規 公 務 員 の 処 遇 改 善  

 Ｐ市福祉事務所には、生活保護事務支援員をはじめとして、様々な業務を担務する非正

規公務員が 50 人ほど勤務している。その存在は削減される正規公務員の代替や、正規公

務員だけでは対応しきれない高まる行政需要への補充という位置を超え、Ｐ市の福祉行政

においてなくてはならない者へと質的転換＝基幹化をなしている。  

このため低処遇のまま放置しておくことは、もはや辞職アクセルとなることを、会計年

度任用職員制度導入前の労使間の共通認識となっていた。  

以下、会計年度任用職員制度導入後において、いかなる処遇改善が実施されたかを、生

活保護事務支援員を中心にすることにする。  

①月例給  導入前は固定給で大卒初任給程度（ 1 級 25 号給  2019 年段階で 18 万 5400

円）。導入後は、経験年数がゼロの者は初任時が大卒初任給から８号給落ちで 1 級 13 号

（ 2022 年段階で 16 万 4100 円）から出発し、経験年数 1 年につき 4 号給ずつ加算する。

6 年目には 2 級に昇格し最高号給は 2 級 41 号給（同 25 万 7400 円）を上限とする。上限

に達するまでの経験年数は 16 年と計算できる。不支給だった時間外手当や生活保護業務

に係る特殊勤務手当が支給されることとなり、通勤費も支給される。  

②一時金  期末手当が支給される、会計年度任用職員移行時では、他の多くの自治体が

1.６ 9 月分の支給に留めたのに対し、 P 市では、制度導入前からの継続勤務者に関して

は、正規公務員に適用される 2.6 月分の期末手当を、格差を生じることなく支給した。  

③年収保障  人数は少ないものの、月例給の支給水準が下がった者については、従前の年

収水準を現給保障することとした。  

④勤務時間  生活保護事務支援員に関しては、従前は 6 時間＠日×週 5 日という短時間勤

務であったものをフルタイム勤務（ 7 時間 45 分＠日×週 5 日）とした。  

 また従前においてフルタイム勤務であった非正規公務員は、制度導入後もフルタイム勤

務とした。  

⑤退職手当  フルタイム勤務の会計年度任用職員については、条例の規定通り、退職手当

を支給することとした。  

⑥正規職員化  会計年度任用職員の正規職員採用試験受験における年齢要件等が緩和

（ 59 歳まで受験可能なので実質上の撤廃）された。公務員制度の重要な柱である成績主



義の観点から、試験そのものを課すことはやむを得ず、パート・有期雇用労働法に準じた

措置とも考えられる。  

 

お わ り に  

 繰り返しになるが、会計年度任用職員制度は、その制度の成り立ち、構造を見る限り、

「不安定雇用者による公共サービス提供を法定化」であり、「労働時間による差別の合法

化」であり、「偽装解雇の合法化」だった。  

 この欺瞞の制度を超え、公共サービス提供においてすでに基幹化した非正規公務員の処

遇を改善するには、彼女ら・彼らのジョブ型の雇われ方で醸成される専門職性に着目せざ

るを得なかった。 P 市の事例は、このことを端的に表わしている。  

 欺瞞の制度であっても、使いようによっては、一定程度の処遇改善に繋げられることも

しめしている。  

 だが、 P 市の事例を踏まえても、なお、残された課題がある。  

 それは、非正規公務員を正規化し、公務の世界から「非正規」という言葉を払拭するこ

とである。  

 現行公務員人事制度は、正規は異動前提のメンバーシップ型雇用、非正規は職務限定の

ジョブ型雇用である。行政需要は拡大するのに人員削減が進展するなか、正規は一つの職

に留まることは許されずに異動を繰り返し、一方、本来は長期の業務経験を要する職種

が、異動に不適との理由で、専門職であるがゆえに不安定雇用の非正規へとなっていっ

た。そして公共サービスは、経験の浅い素人の正規の管理職が、経験豊富だが不安定雇用

の非正規を使って提供するという逆転した姿となった。この結果、公共サービスは劣化し

た。  

この立て直しには、非正規の正規化するにとどまらず、一つの職務のエキスパートをも

重視した職務限定・異動限定の専門職型公務員（ジョブ型正規雇用）と、メンバーシップ

型正規雇用が併存するデュアル人事システムに転換することにあわせ、ジョブ型正規雇用

の処遇を職務評価結果に基づく仕事の価値に応じたものにしなくてはならない。  

   



表１自治体階層別非正規公務員実数と非正規割合（ 2020 .4 .1 現在）  

 

出典）非正規公務員の数値は、 2020 総務省調査、正規公務員の数値は総務省 2021 から

筆者作成  

 

表 2  職種別正規・非正規比率（ 2020 .4 .1 現在  単位：人）  

 

出典）表 1 に同じ。  

 

表 3  婦人相談員の配置状況（ 2020 年４月１日現在）  

 常勤  ％  非常勤  ％  合計  

都道府県  70（ 82）  15（ 18）  399（ 381）  85（ 82）  469（ 463）  

市区  151（ 168）  14（ 22）  913（ 586）  86（ 78）  1 ,064（ 754）  

合計  221（ 250）  14（ 21）  1 ,312（ 967） 86（ 79）  1 ,533（ 1 ,217） 

出典）厚生労働省家庭福祉課調べ「婦人相談員の設置状況（ 2020 年 4 月１日現在）」から

筆者作成  

注）カッコ内は、 2012 年 4 月 1 日現在の状況  

任期6月以上かつ1
週当たり勤務時間
19時間25分以上

左記要件未満の臨
時非常勤職員数B

全非正規公務員実
数（A＋B）

正規公務員数
（2020・4・1現
在）　C

非正規割合
(A+B)/(A+B+C)

％

都道府県 162,492 106,363 268,855 1,402,744 16.1

政令市 70,060 49,268 119,328 348,498 25.5

市区 363,993 230,009 594,002 770,396 43.5

町村 81,111 41,760 122,871 137,982 47.1

一部事務組合等 16,817 3,873 20,690 102,400 16.8

合計 694,473 431,273 1,125,746 2,762,020 29.0

政令市含む市区町村 836,201 1,256,876 40.0

政令市除く市区町村 716,873 908,378 44.1

職種 全非正規公務員実数 正規公務員 非正規割合

会計年度任用 特別職 臨時的任用 ％

一般事務職員 231,067 225,260 433 5,374 759,513 23.3

技術職員 10,357 9,678 201 478 220,092 4.5

医療技術員 34,208 20,873 12,802 533 54,527 38.6

看護師等 40,701 40,400 48 253 168,690 19.4

保育士等 128,380 127,297 0 1,083 97,128 56.9

給食調理員 46,337 45,971 0 366 20,047 69.8

技能労務職員 79,463 77,509 394 1,560 79,823 49.9

教員・講師 155,083 90,509 135 64,439 844,310 15.5

図書館職員 23,981 23,801 11 169 8,749 73.3

その他 276,153 226,174 49,561 418 483,712 36.3

合計 1,125,746 901,469 149,550 74,727 2,762,464 29.0



表 4  職種別正規・非正規年収格差（ 2020 年 4 月 1 日現在）  

 
出典）非正規公務員の数値は 2020 総務省調査の様式３Ｂ  職種別の給料（報酬）額等の

状況より筆者算定。正規公務員の数値は、総務省「令和２年地方公務員給与実態調査結

果」。なお、正規公務員の保育士の数値は福祉職である。  

 

表５パートタイム (要件ベース）会計年度任用職員の勤務時間区分・任用件数  単位：人  

 

出典） 2020 総務省調査より筆者作成。  

 

  

非正規公務員

平均時給a

平均

勤務

日数/

月 b

平均

勤務

時時

間/日

c

一般事務職員 137,620 983 20 7 216,056 1,867,496 400,860 1,630,926 6,441,246 29.0%

図書館職員 149,100 1,065 20 7 221,072 2,010,272 31.2%

消費生活相談員 174,312 1,614 18 6 258,533 2,350,277 36.5%

教員・講師（義務教育） 215,740 1,541 20 7 222,266 2,811,146 409,003 1,783,762 6,691,798 42.0%

教員・講師（義務教育以外） 202,160 1,444 20 7 236,943 2,662,863 431,414 1,869,293 7,046,261 37.8%

保育所保育士 162,260 1,159 20 7 278,830 2,225,950 336,629 1,419,449 5,458,997 40.8%

給食調理員 134,995 1,015 19 7 221,750 1,841,690 349,134 1,576,832 5,766,440 31.9%

清掃作業員 149,100 1,065 20 7 219,464 2,008,664 407,408 1,687,127 6,576,023 30.5%

看護師 169,456 1,424 17 7 280,608 2,314,080 378,048 1,455,767 5,992,343 38.6%

保健師 173,859 1,461 17 7 253,028 2,339,336 39.0%

正規公務員

格差　X/Y
推計月収 A

(a×ｂ×

ｃ）

平均期末手

当支給額

B

年収換算額

（A×12月＋

B）

　

・・・X

月例給与平

均額（C)

期末勤勉手

当平均額

（D)

年収換算額

（C×12月

+D）

　

・・・Y

パートタイム計
19時間25分以上

23時間15分未満

23時間15分以上

31時間00分未満

31時間00分以上

37時間30分未満
37時間30分以上 31時間以上

都道府県 96,535 7,580 58,410 30,095 450 30,545

7.9% 60.5% 31.2% 0.5% 31.6%

政令市 53,228 5,096 37,121 8,526 2,485 11,011

9.6% 69.7% 16.0% 4.7% 20.7%

市区 316,521 43,952 137,466 91,077 44,026 135,103

13.9% 43.4% 28.8% 13.9% 42.7%

町村 65,366 8,569 16,848 23,995 15,954 39,949

13.1% 25.8% 36.7% 24.4% 61.1%

一部事務組合 11,749 1,335 3,344 3,718 3,352 7,070

11.4% 28.5% 31.6% 28.5% 60.2%

合計 543,399 66,532 253,189 157,411 66,267 223,678

12.2% 46.6% 29.0% 12.2% 41.2%



表６  P 市非正規化状況（要件ベース）各年 4 月 1 日現在          単位：人  

 2008  2012  2016  2020  

（要件）  

2020  

（実数）  

2022 年 8

月（実数）  

正規公務員  2 ,962  2 ,720  2 ,792  2 ,831  －  

非正規公務員  862  1 ,072  1 ,098  1 ,570  1807  1970  

うちフルタイム  538  619  618  549  －  670  

非正規化率（％）  22 .5  28 .3  28 .2  35 .5  39 .0  －  

出典）各年総務省調査・定員管理調査より筆者作成  

 

表 7  P 市の生活保護受給世帯数と正規・非正規ケースワーカー  単位：人  

年  2010  2011  2012  2013  2014  2015  2016  2017  2018  2019  

保護世

帯数  

8 ,863  9 ,281  9 ,526  9 ,517  9 ,480  9 ,427  9 ,291  9 ,171  9 ,032  8 ,905  

正規

CW 

70 78  80  80  80  80  84  84  86  85  

非正規

CW 

５  10  10  12  11  10  10  11  13  14  

出典） P 市提供資料並びに P 市福祉事務所資料より筆者作成。  

注） CW とは、ケースワーカーの略称。  
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し、その役割も、困難な問題を抱える女性の発見に努め、その立場に立って相談に応じ、

専門的技術に基づいて必要な援助を行う者と位置付けられた。「対人援助を担う専門職」

という職務実態に即して役割が定められたといえよう。  

https://www.mhlw.go.jp/content/000833265.pdf


 

４  2021 年７月、女性非正規公務員の当事者団体である「公務非正規女性全国ネットワー

ク（はむねっと）」が実施した「公務非正規労働従事者への緊急アンケートの第一次結果

報告」による。ここには会計年度任用職員制度の導入により処遇が悪化し、正規公務員と

の待遇差を訴える声が多数寄せられている。 https ://nrwwu.com/survey -2/899/   2022

年９月 16 日最終閲覧。  

５  P 市における会計年度任用職員に関するヒアリングは、同制度導入前の 2019 年 12 月

に健康福祉部福祉管理課の職員と同市職員組合の役員に対し実施し、 2022 年 8 月には、

制度導入後の状況について、同市職員組合の役員に対し実施した。謝してここに記す。な

お、本稿の責任はすべて筆者にあることを予めお断りしておく。  

６  ヒアリングでは、福祉事務所の職員から次のような証言を得ている。「（正規の）ケー

スワーカーは、平均在課年数が 2 年を切っている。これは異常事態と言っても過言では

ない。昨年入ってきた新規採用職員が、もう 2 年目の職員で後輩の指導をしている。と

なると、当然、技術継承が全然回らない。ただでさえ、生活保護というのは、関係する社

会保障制度が多く、年金や各種手当、手帳などのいろいろな制度について精通していない

と適切な支援ができない。こなせるようになるには 3 年、 4 年はかかる。そんな中で、先

輩職員、ベテラン職員が圧倒的に少ないというところが大問題」  


